
関住協にご相談を、活動にご参加を
関住協に入会してください

関住協は管理組合による管理組合のための団体
ＮＰＯ法人マンション管理支援の関住協の前身である関西分譲共同住宅管理組合協議会

は1981年、今から43年前に設立されました。当時は、各地でマンションの建設が進む一方

で、各管理組合はその管理について手探り状態でしたので、管理組合が相互に情報を交換

し、経験を交流して、それぞれの管理組合の運営に役立てるとともに、マンションをとり

まく各種制度の整備改善に協力することを旗印として発足しました。

関住協は、設立当初から管理組合、マンション居住者、学識経験者、技術者等マンショ

ンに関わる会員で構成され、主にその会費により運営されてきました。まさに管理組合に

よる管理組合のための団体であり、ここに関住協の大きな存在意義があります。

このようなことから、関住協が管理組合の立場に立って活動を行うことは当然のことで

あり、今後とも管理組合に寄り添って活動を展開していきます。

各管理組合が、活動で連携する、また支援を受けるにあたって、この信頼関係は重要な

ポイントです。関住協は管理組合を支援し、その関住協は会員の管理組合に支えられてい

るのです。

管理組合をとりまく情勢
今、マンションを巡っては建物の高経年化と居住者の高齢化の「２つの老い」が進行し

ており、それに伴いさまざまな課題が生じています。国の対応として、法制審議会（法務

大臣の諮問機関）では本年１月に「区分所有法制の見直しに関する要綱案」が取りまとめ

られ、国会への提出を待つ段階にあります。国土交通省からは６月に、標準管理規約の改

正版や外部管理者方式等に関するガイドラインなどが発表されたところです。

区分所有法の改正案が、先の通常国会への提出は見送られたとはいえ、管理組合として

はいずれその改正により管理規約の変更が待ったなしとなります。これまで規約の見直し

がなされていなかったところではその見直しも必要です。

また、役員のなり手不足や修繕積立金の不足、その他各管理組合が抱える問題や課題に

もしっかり取り組んでいく必要があります。

関住協にご入会ください
管理組合の中で困りごとを抱えておられましたら、関住協に気軽にご相談ください。

各種セミナーや交流会にもご参加ください。

あなたの管理組合の困りごと・悩みが、他の管理組合の問題解決の参考になります。

そのためにも日頃からの交流の場が必要です。

そして何よりお願いしたいことは、関住協に未加入の管理組合はぜひご入会ください。

世話人会代表 髙橋 勇
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NPO法人
マンション管理支援の関住協
〒542-0081
大阪市中央区南船場1-13-27 アイカビル4F
TEL (06)4708-4461 FAX (06)4708-4462

ホームページ https://www.kanjyukyo.org
メールアドレス jim@kanjyukyo.org第208号 2024年7月

～～ 居住者向け ～～

関住協だより



『外部管理者方式等に関するガイドライン』の改訂版について(1)

『マンションにおける外部管理者方式等に関するガイドライン』の改訂版が、本年６月

に国土交通省から発表された。百数十ページに及ぶ膨大なもののため、ここではその一部

のみを紹介するとともに、ポイントとなる箇所については関住協の考え方も明らかにして

いきたい。

１章・２章は、前振りにすぎない。本命は第３章
第１章の『ガイドラインの位置づけ』については、省略する。

第２章の『外部専門家による外部管理者方式等における留意事項』は、従来は、その名

のとおり外部専門家が管理者となる際の留意点を示すものであったが、第３章が整備され

た今般においては、管理会社がマンション管理士等を味方につける為のエサとなってしまっ

ている。管理会社の本命は、あくまでも、管理業者管理者方式であり、その導入を批判す

るマンション管理士等の反対を抑える手段として考えられているだけである。

関住協は、あくまでも、理事会には属さず、第三者機関としての顧問、相談役、事務局

といった立場で、管理組合の支援を行うことが最適であると考えている。

管理会社による外部管理者方式（自己契約の問題点）
今回のガイドラインのメインテーマである第３章『マンション管理業者による外部管理

者方式（管理業者管理者方式）における留意事項』についてであるが、ガイドラインの記

載にふれる前に、そもそも、管理受託会社である管理会社が、管理組合の代表者である管

理者と同一人でありながら、管理委託契約を一人で双方の立場を兼ねて締結することの法

的な問題点について考えてみる。

民法には、次のような定めが設けられている。

（自己契約及び双方代理等）

第１０８条 同一の法律行為について、相手方の代理人として、又は当事者双方の代理人

としてした行為は、代理権を有しない者がした行為とみなす。ただし、債務の履行及び

本人があらかじめ許諾した行為については、この限りでない。

２ 前項本文に規定するもののほか、代理人と本人との利益が相反する行為については、

代理権を有しない者がした行為とみなす。ただし、本人があらかじめ許諾した行為につ

いては、この限りでない。

このように民法上、自己契約や利益相反行為は原則として無効である。ところが、１０

８条１項２項とも但書で、本人があらかじめ許諾した行為は有効であるとの、例外規定が

あるのを良いことに、総会で承認されれば、この承諾を得たものとして取り扱うという屁

理屈なのである。
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そもそも、この但書の規定は、本人が完全に自由な立場で利害得失を判断して行った上

での許諾があれば、認めても問題ないとする考え方なのであり、管理会社と一般の区分所

有者というマンション管理の知識・ノウハウに大きな格差がある両者間では、弱者保護の

観点に立った政策こそが必要なのである。

善管注意義務（地位や職業等に応じて要求される、社会通念上、客観的・一般的に要求

される注意を払う義務）があるから、法律上、管理組合に不利益のない管理が行われるは

ずだとか、仮に、管理組合に損害を与えても善管注意義務に基づき被った不利益はきちん

と回復できるはずだとか、寝言を言っている人達は、現在多くの管理組合で行われている

理事会方式でさえ管理委託を行っている管理会社が（この管理会社にも善管注意義務は課

されている。）、管理組合の利益でなく自社や自社の関連会社の利益を図って不当な利益

をむさぼっている事実をご存じないのだろうか？

それでも、理事会方式をとっている現在は、理事会がしっかりしていれば、管理会社の

専横を防ぐことが可能であり、実際に、自分たちで、よく考えて主体的に活動して、管理

会社をうまくコントロールしている管理組合も数多く存在している。

いわゆる第三者管理を導入したい管理会社の本音は、理事会が邪魔だから、理事会をな

くしてしまうことが最大の目的なのである。理事になるという区分所有者の負担を軽減す

ることは、けっして真の目的なのではなく、ただのお題目に過ぎない。

いくつかのパターンを示しながら、管理業者管理者方式を推奨している
標準管理規約「別添１」で示された主要３パターン

ガイドラインでは、主に３パターンあると言い、(１)(２)の場合も参考にできると言い

ながら、(３)についてのみ詳述しており、このパターンを推奨していることは明らかであ

る。関住協では、この方式について強く批判していることは、前述の法的な問題点でも述

べたとおりであるが、個々の対策についても様々な問題点があると認識しており、それら

については、次号で詳しく述べることとする。
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(１)理事・監事外部専門家型

又は理事長外部専門家型

(２)外部管理者・理事会監督

型

(３)外部管理者・総会監督型
※今回のガイドラインが主に想定する

方式

・理事会有り ・理事会有り ・理事会無し（総会のみ）

・管理者＝理事長 ・管理者≠理事長 ・理事長がいない

・外部専門家は「役員」（理
事（理事長＝管理者を含む。）
又は監事）に就任

・外部専門家は役員ではない
・外部専門家は「管理者」に

就任

・外部専門家は役員ではない
・外部専門家は「管理者」に
就任



パラツィーナセシリア生駒さんは、近鉄生駒駅から徒歩4～5分のところに位置し、1987

年竣工、地上7階＋地下1階建て、住戸数42戸のマンションです。理事が4名（1年任期）で

すが、修繕が必要な時に修繕委員を募り、今回の修繕工事では3名の修繕委員が理事会と

協力して活動しています。現時点で修繕工事は全体の3/4の行程まですすみ、8月初旬に完

成予定です。

2001年に1回目の大規模修繕工事を行い、その後修繕積立金を減額されました。しかし、

2018年に2回目の大規模修繕工事を検討したところ資金不足がわかり、2019年に鉄部塗装

のみを行いました。今回が実質2回目の大規模修繕工事になります。

今回の大規模修繕工事にあたっては、管理会社に頼るのではなく（これまでの管理会社

の対応不足を感じて）、修繕委員の方が大規模修繕関連書籍から集合住宅維持管理機構と

書籍の著者で1級建築士事務所も営んでいる方を探し、直接相談に行って、自マンション

に最も適している大規模修繕工事を決められたとのことです。今回は、集合住宅維持管理

機構（担当責任者細井氏）のコンサルティング（設計監理方式）により実施されました。

2022年2月の修繕委員会の立上げから2024年3月の工事着工までのおよそ2年間、その前

半は前述の「コンサルタントを選ぶ」という今まで管理組合として経験したことのない事

への対応に苦労され、その後、区分所有者に対する地道な説明会と対応を積み重ね、区分

所有者の多くの賛同を得て工事を進められたことに、見学者として学ばされることがたく

さんありました。

今回の工事見学会では、他の3つのマンション管理組合の方々も参加されており、それ

ぞれのマンションの悩みも聞くことができ、共通する悩みがあることもわかりました。

昨今、マンション管理認定制度の基準にもあるように、自マンションのしっかりした長

期修繕計画を持つことが重要になっています。それを管理会社に依頼すると別途費用を求

められたり、概略的・平均的な長期修繕計画を提示されたりで、その根拠が腑に落ちない

ことがあります。大切なことは、今回のような大規模修繕工事にあたり、信頼できる専門

家に建物・設備の調査診断を依頼し、自マンションの現状と今後必要な修繕・改良工事を

把握して、それを長期修繕計画に反映させること、そして将来の修繕コストをまかなえる

よう修繕積立金を見直すことであると考えます。

自マンションの建物・設備の現状把握と将来予測というハードの部分を掴むことと、今

後区分所有法改正を踏まえて自マンションの管理規約の再検討等を行いソフトの部分を学

ぶことで、より適切な管理組合運営とマンションのコミュニティ作りにも繋がっていくの

ではないかと思いました。 （世話人 今井 悦夫）
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6月29日（土）第141回大規模改修工事実践講座
パラツィーナセシリア生駒工事見学会開催



区分所有法の改正論議が大詰めを迎えています。また、これと並行して、標
準管理規約の改正の議論も進んでいます。今通常国会での成立は見送られま
したが、既に、改正案の中身は概ね明らかとなっています。
これらの改正点につき、講座実施時における最新・最適な解説をするととも
に、それらが抱える問題点も明らかにしたいと考えています。

E-mail に、①お名前 ②ご住所 ③マンション名 ④電話番号
⑤メールアドレス ⑥受講希望回(8/31分は第141回) を記入して、集合住宅
維持管理機構事務局（info@kikou.gr.jp) まで送信してください。申し込み
締め切りは各回とも開催日の10 日前です。集合住宅維持管理機構のホーム
ページ（https://www.kikou.gr.jp）からもお申し込みいただけます。
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● テーマ 区分所有法・標準管理規約
～改正の主要部分の解説と様々な問題点～

● 日 時 ８月3１日（土）１３：３０～１５：３０
● 方 法 Zoomによるオンライン
● 定 員 30名 ● 参加費 無料
● 主 催 特定非営利活動法人 集合住宅維持管理機構

NPO法人 マンション管理支援の関住協
● 講 師 マンション管理支援の関住協 世話人

第１４１回 マンション管理実践講座 のご案内

申し込み方法
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～～～ 事務局からのお知らせ ～～～
○ 事務所移転

関住協は集合住宅維持管理機構とともに、事務所をアイカビル内４階から
８階に移転します。
８月下旬に引越し作業を行い、９月から新事務所で業務開始の予定です。
引越し期間中は何かとご迷惑をおかけしますが、よろしくお願いします。

○ 夏期休暇
８月１３日（火）～１５日（木）の間夏期休暇とさせていただきますので
よろしくお願いします。
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マンションの困りごと、お気軽にご相談ください
電話でのご相談もお受けしています

○ 定例相談（面談・予約制）
・日 時 毎月第１・第３土曜日 午後２時～
・場 所 関住協事務所
・相談料 会員は無料、会員以外は１件３,０００円
ご予約はホームページの「相談会」のお申し込みフォームから、
または関住協事務局（０６－４７０８－４４６１）までお電話を。

○ 電話相談
・日 時 平日（水曜日除く） 午前１０時～１２時、午後１時～４時３０分
・相談料 無料



ちがいさがし

上の絵と下の絵で８つのちがいがあります。

（印刷ムラなどの微妙なちがいは除きます。）
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回答は、はがきに下の絵を貼り付け、ちがう

箇所に○印をつけてください。

住所、氏名、年齢、さらに余白にこの号をお

読みになった感想などもお書きのうえ、表紙

に記載の関住協宛お送りください。

締め切りは8月20日(火)必着です。

正解者の中から抽選で、5名の方に図書カー

ド（500円分）をプレゼントします。

発表は、図書カードの発送をもってかえさせ

ていただきます。

なお、いただいたご感想などは、いくつかこ

のコーナーでご紹介させていただきます。

編集部から 前回の「ちがいさがし」に

は13名の方から回答が寄せられました。

次のようなコメントもいただきました。

「いつも参考にさせて頂いています。これ

から増々管理がむずかしい時代になると思

います。大好きな現在のすまい、守られる

のか心配になります。」（東大阪市.60才）

「今号も大変興味深く拝見いたしました。

理事のなり手問題、区分所有者の方々に、

いかに自分事として認識いただけるかがカ

ギだと思い、広報活動に力を入れていこう

と話しています。大切な自分の財産、大切

に持ち続けたいですよね。」

（高石市.57歳）


